
2014年7月1日より適用が開始される、外国口座税務コンプライアンス法（以下、FATCA）は、 
米国外の金融機関をターゲットにした米国法ですが、その適用範囲は幅広く、事業の内容により、
非金融機関にも影響を及ぼす可能性があります。本タックスアラートでは、FATCA制度の概要と
ともに、当該制度の非金融機関への影響について説明します。

1.  FATCA制度の概要
FATCAは、米国連邦議会により、米国追加雇用対策法（HIRE Act）の一部として2010年3月18 
日に制定された米国法であり、その主たる目的は、米国人が海外の金融機関を通じて稼得した
所得が米国税務当局に適正に申告されることを担保すること（不当な課税逃れを防止すること）
にあります。また、我が国政府は、2013年6月11日に米国と「国際的な税務コンプライアンス
の向上及びFATCA実施の円滑化のための米国財務省と日本当局の間の相互協力及び理解に
関する声明」（日米当局声明）を発表し、本法の我が国における適用が明らかになったことによっ
て、FATCAに係る対応は、我が国金融機関にとって喫緊の課題となっています。

FATCAは、米国外の金融機関（以下、「FFI」）に、特定の米国人が保有する金融口座（以下、「米国
口座」）を特定したうえで、当該口座情報の米国内国歳入庁（IRS）への報告義務を課しています。
仮にFFIがFATCAに遵守しない場合は、原則としてFFIが受領する特定の米国源泉所得に対して
30%の罰則的な源泉徴収税が課されることになります。当該源泉徴収税は、一定の（i）「米国源泉
FDAP」（「固定的及び確定可能な年間的所得」と訳され、配当金、利息、賃借料、ロイヤリティなど
を含む）、ならびに（ii）配当金や利息を生じさせる米国資産の売却・処分による総受取額に対して
課されます。　

なお、この罰則的な源泉徴収を回避するために、FFIに求められる主な対応項目は以下の通り 
です。

A. IRSのオンライン登録ポータルにてFFI登録を行う。
B. 米国口座を特定するために、開設された個々の口座の保有者から必要な情報を取得する。　
C. 日米当局声明又は米国財務省規則にて定められるデューデリジェンス手順等を遵守する。
D. 各米国口座について毎年基本情報（名前、納税者番号、口座番号、残高等）を報告する。
E. 必要情報の提供依頼に応じない保有者（非協力的口座保有者）の口座及びFATCAに不遵守のFFIが
所有する口座への特定の支払いに関して、30%の源泉徴収を行う。

F. 米国財務長官が米国口座について追加情報の提供を求めた場合、それに応じる。
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2.  非金融機関への影響
FATCAにおけるFFIの定義は、非常に幅広いものとなっており、
銀行、証券会社、保険会社、アセットマネジメント会社、金融持株
会社に加えて、ヘッジファンドやプライベートエクイティファンド
等の投資事業体などが含まれることになります。また、事業内
容によっては、非金融機関であってもFATCA上のFFIに該当す
る可能性があります。仮にFFIに該当する場合は、IRSへの登録
を行ったうえで、一般的に上記の手続きへの対応が求められま
す。また、非金融機関が他の金融機関との一定の金融取引や、
ファンド等を通じた投資からの米国源泉所得を受領する際、そ
の所得の支払者からFATCA上のステータスの証明を要求され
る場合があり、ステータスを証明できない場合は、当該米国源
泉所得に対して30%の源泉徴収税が課される可能性がありま
す。FATCAの影響度合いは、非金融グループであっても、グル
ープ内各社の事業活動や取引の内容により異なります。同制度
に備えるため、非金融機関は、自身がFATCA上のFFIに該当す
るか否かの判定を行ったうえ、いかに同制度に対応するかにつ
いて検討することが必要になります。

3. FATCAへの対応
FATCAの適用にあたり、非金融機関が実施する必要があると
想定される作業としては、（i）グループメンバーのFATCAにおけ
るステータスの確認、（ii）FFIに該当する場合は、IRSへの報告
対象口座の特定と報告手続きの整備、及び（iii）FATCA遵守の
ための継続的な検証体制の構築、などが考えられます。このよ
うなFATCAに係るコンプライアンスが貴社において適切に実
施されるために、私共、EYでは、非金融機関に対して以下のサ
ポートを提供しております。

(i)  制度概要ならびに非金融機関への影響に関する研修会の実施
(ii)  FATCAポータル登録支援
(iii)  影響度分析及びFATCA適用に向けた対応ロードマップ策定 
支援

(iv)  報告対象となる米国人との取引の特定手続きの構築支援
(v)  FATCAの遵守状況の証明支援
(vi)  年次報告作成支援

前述の通り、FATCAは、2014年7月1日付けで適用が開始され
ます。事業内容やFFIに該当する事業体の数により、対応に時間
を要する可能性があるため、可能な限り早い時期から対応準備
に着手されることをお勧めします。

本ニュースについて、ご質問、ご不明点等ございましたら、下記担当者までご遠慮なくお問い合わ
せ下さい。
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